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1 杉田揚太郎『日本金融立法史（一）』（日本評論社 1952年）20頁。 
2 平林英勝「独占禁止政策 30 年のあゆみ」ジュリスト 644号、1977年、35頁。 
3 根岸哲・舟田正之『独占禁止法概説（第 4版）』(有斐閣 2010年）5頁～6頁。 
4 杉田揚太郎『日本金融立法史（二・完）』（日本評論社 1952 年）22 頁～23 頁、根岸・舟






























                                            
5 植田和男「金融システム・規制」岡崎哲二・奥野正寛編『現代日本経済システムの源流』




































Demilitarization)（２）民主主義勢力の助長（Promotion of Democratic Forces)
（３）平和的経済活動の再開（Resumption of Peaceful Economic Activity)（４）賠
償及び返還（Reparations and Restitution)（５）財政、通貨及び銀行政策（Fiscal, 
Monetary, and Banking Policy)（６）国際通商及び金融関係（International Trade 
and Financial Relations)（７）在外日本国資産（ Japanese Property Located 
Abroad)（８）日本国内における外国企業に対する機会均等（ Equality of 





ない。その反面、後述のＦＥＣ－２３０文書（Policy on Excessive Concentrations 
of Economic Power in Japan、May１２ １９４７）」の第１２条の金融機関の差別の




の除去（To eliminate existing specialized facilities for the production of 
arms, munitions, or implements of war of any kind）（２）国際平和に危険ないか
なる軍備を維持する経済能力の破壊（To destroy the economic ability of Japan to 
                                                                                                                                
田・前掲注4）43頁、英文については、大蔵省財政史室編『昭和財政史－終戦から講和まで－
（第20巻）英文資料』（東洋経済新報社 1982年）63頁～67頁を参照）。 







create or support any armaments dangerous to international peace）（３）賠償
及び返還計画の実行（To execute such program of reparations and restitution as 
may be decided upon by the appropriate Allied authorities）（４）平和的·民主
的勢力の助長（To encourage the development within Japan of economic ways and 
institutions of a type that will contribute to the growth of peaceful and 
democratic forces in Japan）（５）平和的貿易国家への日本の終局的復帰（To 
supervise and guide the operation of Japanese economic arrangements and 
operations to assure that they conform to the general purposes of the 
occupation, and make possible the eventual readmission of Japan to the ranks 






         
  




    











            




   
  
            
           





















  企業集中規制の緩和 1)2)3)  











           
 銀行中心の間接金融方式の強化   集団内大銀行の融資系列  
 
 
1)持株会社設立の禁止は、1953 年（昭和 28 年）改正で、持株会社ではない会社の持株
会社的機能の禁止規定が削除されたほか、その後の 1997 年（平成 9 年）の改正で、純粋
持株会社が解禁された（独占禁止法第 9条）。 
2)会社の株式保有禁止は、1949 年（昭和 24 年）及び 1953 年（昭和 28 年）の改正によ
って「競争を実質的に制限することとなる場合」と「不公正な取引方法による場合」の
みの禁止に緩和された（独占禁止法第 10条）。 
3)金融会社の株式保有制限比率は、1953 年（昭和 28年）改正で、5％から 10％に引き上









Excessive Concentrations of Economic Power in Japan/ＦＥＣ－２３０）11で明確
















集中に関する政策（ＦＥＣ－２３０）の第１０条金融機関（Article １０. Sources 
of Credit）で、「日本経済における競争機能を発揮させる基本的方針として、独立
した金融機関の数は相当増加させねばならない（As a fundamental measure to 
encourage competitive operation of the Japanese economy, the number of 























あるいは清算に関する覚え書（Dissolution or Liquidation of Major Financial or 
Industrial Enterprises）」を発し、持株会社、主要金融機関等の解体、あるいは清
算は事前にＧＨＱの承認を得るようにした。１９４５年１１月６日には「持株会社に












                                            
14 正田彬『全訂独占禁止法（Ⅰ）』(日本評論社 1980 年) 4 頁。 
























ＧＨＱの米国式の商業銀行に対する考え方（The Glass-Steagall Act of １９３３）
や、ＧＨＱ内部の反トラスト•カルテル課と金融課の意見対立、及び日本政府の反対等
によって、結局行われなかった22。 





































































































「北海道拓殖銀行法（1899 年 3 月）」により設立されたが、1999 年の法人解散と 2006 年の清
算終了を経て都市銀行としては戦後初の破綻銀行となった。 
31 東京に本店を置く日本勧業銀行は、農工業の改良のための長期融資を目的に「日本勧業銀行
法」によって 1896 年 4 月に設立された。その後、1971 年 10 月には第一銀行と合併し第一勧業
銀行となり、2002 年には富士銀行・日本興業銀行と合併し、現在のみずほ銀行となった（日本




































                                            
34 このことは、長期信用銀行制度の新設への礎石になったという意味で、戦後の金融制度改革
に重要な意義を有する（日銀（10巻）・前掲注 10）25 頁）。 






























                                            
36 持株整理・前掲注18）314頁。 
37 持株整理・前掲注18）315頁。 




























                                            
39 持株整理・前掲注18）318頁。 
40 持株整理・前掲注 18）319 頁～340 頁。但し、例外として、大商社（三井物産、三菱商事）は、















業と集中排除法（Banks and the Deconcentration Law）に関する覚え書（ＧＨＱ／Ｓ
ＣＡＰ Ｒｅｃｏｒｄ；ＲＧ３３１）」で43、金融機関に対して過度経済力集中排除法
を適用しない旨を明らかにした44。その理由として「銀行の過度の経済力集中の排除に
ついての注意深くかつ思慮深い研究（the careful and thoughtful study given to 
the question of deconcentration of banks both by the ＨＣＬＣ and the ＧＨ
Ｑ）」「とくにこの決定的な時期における健全な商業信用構造の重要性（the great 
and special significance of a sound commercial credit structure particularly 
at this critical period in Japan）」「大企業の銀行借入への依存や、銀行借入の
フローへの混乱防止のためのあらゆる予防措置の必要性（…the dependence upon 
credit of the major companies in Japan and the necessity of taking every 
precaution to make certain that no disruption in the flow of credit…）」「集
中排除プログラム成功の新設会社の財務健全性への依存（the success of the 
deconcentration program as a whole depended in large measure upon the 
financial soundness of the new companies created ）」「金融業法による統制の集








中可能性の大幅減少（ the new banking legislation referred to in the press 
release which would substantially decrease the possibility  of concentration 
of control…）」「独占禁止法による銀行分野における取引制限行為の防止（the 
anti-monopoly law which would operate to prevent trade restraining activities 






















                                            
45 日銀（10巻）・前掲注10）18頁。 







































































































































































































                                            
82 正田・前掲注 4）60頁。 
83 池尾和人「戦後日本の金融システムの形成と展開、そして劣化」 財務省財務総合政策研究
所フィナンシャル・レビュー第 54号、2001年、3頁、杉田・前掲注 4）48 頁。 
84 しかし、この指針による独占禁止法の制定等の民主化措置は、米国側が、1945 年 9 月 22 日
に発表した「降伏後における米国の初期の対日政策」に沿ったものである(大蔵省財政史室編
『昭和財政史-終戦から講和まで-（第 1巻）』（東洋経済新報社 1984年）99 頁)。 
85 今村成和『独占禁止法（新版）』(有斐閣 1986 年）15 頁。但し、同法の全面的施行に先立
























                                            
86 公取委・前掲注 38）2頁～4頁。 
87 今村・前掲注 85）16 頁～17 頁、正田・前掲注 4）65頁。 



























































































95 伊藤修『日本型金融の歴史的構造』(東京大学出版会 1995年）119頁。 




他の目的のための法律（An Act to provide for the safer and more effective use of the 
assets of banks, to regulate interbank control, to prevent the undue diversion of 
funds into speculative operations and for other purpose）」である（高木仁『アメリカ金













































































































































































                                            

























































































































                                            






























                                            






140 但し、日銀（10 巻）・前掲注 10）546 頁では、「本行の歴史には所謂古典的独立性が保た
れた時代はなく、1949 年 6 月政策委員会が設置せられるまでは政府に対する従属的関係が基調
として一貫されていた」としている。 





























                                            
142 公取委・前掲注 38）4頁 
143 杉田・前掲注 4）43頁 
144 正田・前掲注 14）28 頁、根岸・舟田・前掲注 3）7 頁～8 頁、増尾賢一「日本の株式所有の歴




































































































































































































































































のであるとする見解（石井寛治『日本の産業革命』（朝日新聞社 1997 年）140 頁、大蔵財政
（13 巻）・前掲注 48）329 頁、寺西重郎「戦前日本の金融システムは銀行中心であったか」
IMES Discussion Paper Series 2005－J－23、15 頁、寺西重郎「再考：戦前期日本の直接金融
と間接金融」金融研究第 31 巻第 1 号、2012年、102頁）と、株式市場による直接金融型のもの
であるとする見解（岡崎哲二「企業システム」岡崎哲二·奥野正寛編『現代日本経済システムの
源流』（日本経済新聞社 1994年）138頁～139頁）に分れている。 
159 日銀百年（1 巻）・前掲注 157）7 頁。政府紙幣発行の根拠となる規定は「金札製造通用方



















                                            
160 日銀百年（1巻）・前掲注157）7頁、日銀（10巻）・前掲注10）219頁、杉田・前掲注1）22頁。 
161 日銀（10 巻）・前掲注 10）219 頁～220 頁、日銀百年（1 巻）・前掲注 157）7 頁。為替会
社としては「東京為替会社」「横浜為替会社」「大阪為替会社」等があり、「通商会社」を金
融面から支援するため、明治政府の産業復興政策を担当する「通商司」によって全国８ヶ所に







163 日銀（10巻）・前掲注 10）220 頁。 
164 日銀百年（1巻）・前掲注157）6頁、日銀（10巻）・前掲注10）219頁。 
165 運用資金の相当部分を政府からの不換政府紙幣に依拠していた為替会社の消滅原因には、不
換政府紙幣に対する不信のほか、1872 年 11 月の国立銀行条例の制定による紙幣発行特権の否定
が挙げられる（日銀百年（1巻）・前掲注 157）15頁、日銀（10巻）・前掲注 10）220頁）。 
166 新貨条例の主な内容は、「新貨の名称を「円」「銭」（1 円の 100 分の 1）「厘」（1 銭の
10 分の 1）とすること、金貨（20 円、10 円、5 円、2 円、1 円）を本位貨とし各金貨とも無制























                                                                                                                                
銀貨が通用されたことからみると、実態としては銀本位制あるいは金銀複本位制が並行された







































































































                                            
185 具体的にみると、明治政府は、「横浜正金銀行条例」（1887 年勅令第 29 号）、「日本勧業
銀行法」(1896 年法律第 82 号)、「農工銀行法」（1896 年法律第 83 号）、「台湾銀行法」
（1897年法律第 38号）、「北海道拓殖銀行法」（1899 年法律第 76 号）、「日本興業銀行法」
(1900 年法律第 70 号)、「朝鮮銀行法」（1911 年法律第 48号）を公布して特殊銀行を次々と設
立した（日銀（10 巻）・前掲注 10）223 頁～225 頁、石井寛治『日本経済史（第 2 版）』（東




187 池尾・前掲注 83）3頁。 
188 銀行法第 1 条で、銀行の業務は、預金の受入れ、貸付または手形の割引、為替取引であると

















                                                                                                                                
資本金は 200 万円とし、既設の銀行で人口 1 万人未満の地に本店を有する銀行の最低資本金は
50 万円と規定された（澤田充·岡崎哲二「銀行統合促進政策の効果:1927 年銀行法の評価」
RIETI Discussion Paper Series04-J-002、2004 年、4 頁、日本銀行百年史編纂委員会編『日本











営業の免許を取消すことができると規定（第 22 条、第 23 条）した（日銀百年（3 巻）・前掲注
188）274頁）。 
191 日銀百年（3巻）・前掲注 188）275 頁。 
192 植田・前掲注5）37頁。 
193 銀行合同の結果、全国銀行の数が「1932 年の 650 行から 1945 年末までに 69 行」に急減し
た（杉田・前掲注 4）29 頁）。このように銀行法の最低資本金を手段とした銀行の政策的統合
について「預金吸収力の面では強い正の効果をもつが、その一方で収益力においては負の影響





















                                            
194 池尾・前掲注 83）4 頁。しかし、1949 年末になると、一県一行政策は転換され、中小銀行
の設置が認められた（杉田・前掲注 4）91 頁）。 















































































































           
太陽神戸三井銀行 
(1990/4) 






           
さくら銀行 
(1992/4) 
    
第一勧業銀行 
(1971/10) 
   


























































                                            
206 根岸・舟田・前掲注 3）15 頁～16 頁。日本銀行金融研究所「金融機関のグループ化に関す
る法律問題研究会報告書」金融研究 24 巻法律特集号、2005年、17頁。 
207 しかし、金融における規制緩和は未だに高いとはいえない水準であると考えられる。たとえ
ば、電気通信事業法の中には競争法が入っており、事業自体も規制産業から競争産業に変化し
つつある（「NTT 東日本の光ファイバ－利用料金事件」最裁平成 22 年 12 月 17 日民集 64 巻 8
号、2070 頁～2071 頁。鈴木賢一「電気通信事業における競争政策－情報通信審議会最終答申と




























                                                                                                                                
信事業と同様の変化がみられる（公正取引委員会·経済産業省「適正な電力取引についての指
針」2011年 9月 5日）。 





































































































































































                                            
226 日銀信用・前掲注218）44頁。 
227 高橋岩和「最近の優越的地位の濫用事件」公正取引協会編『優越的地位濫用規制の解説（別


























                                            































                                            
229 公正取引委員会「独占禁止法第 11 条の規定による銀行又は保険会社の議決権の保有等の認
可についての考え方」2002年 11 月 12日、第 1.1。 


























233 鹿野嘉昭『日本の銀行と金融組織』（東洋経済新保社 1994 年）186 頁。その一方で、日本
におけるメインバンク制の発端は、「1930 年代後半以降の戦時経済のシンジケート・ローン」
にあるとした上で、その成立の最大要因は「貸出リスクの分担」にあるとする見解がある（寺
西・前掲注 232）67頁及び 74 頁）。 
234 青木·パトリック·シェアードは、1950 年代初期から 1970 年代初期に至る高度成長期が、メ
インバンク·システムの最盛期であると指摘しながら、メインバンク関係は大企業と大銀行間の
関係であるとしている(青木昌彦・ヒュ－·パトリック編、東銀リサーチインターナショナル訳
『日本のメインバンク·システム』（東洋経済新報社 1996 年）18 頁)。また、飛田努も、中小
企業への資金供給機能の重要性を認めながら、上場企業の中で経営不振に陥った大企業を研究
の対象とし、中小企業は対象としていない(飛田努「メインバンクシステムを取り巻く環境の変
化と経営不振企業への支援の実際」立命館経営学第 42 巻第 1号、2003年、111頁)。 
235 中小企業庁事業環境部調査室編『中小企業白書 2007 年版－地域の強みを活かし変化に挑戦





























                                            
237 加納正二「メインバンクを変更する中小企業の特徴」RIETI Discussion Paper Series06－J
－005、2006 年、2 頁。 
238 岡室博之・林秀弥「優越的地位の濫用－三井住友銀行事件とドン・キホーテ事件」岡田羊




























                                            
239 酒井良清・鹿野義昭『金融システム』（有斐閣 2000年）5頁。 






































を付与し、ＦＳＢはバーゼル銀行監督委員会（ Basel Committee on Banking 
Supervision：ＢＣＢＳ）や保険監督者国際機構（International Association of 
Insurance Supervisors：ＩＡＩＳ）及び証券監督者国際機構（ International 




















ループが含まれている（Basel Committee on Banking Supervision,“Global systemically 
important banks: assessment methodology and the additional loss absorbency 
requirement”, Bank for International Settlements, November 2011, p.2.）。 
244  Department of the Treasury,” Financial Regulatory  Reform－ A New Foundation：
 80 
ム上重要な金融会社の規制」「金融分野における消費者の保護」等の包括的な金融制
度改革を内容とする「ドット・フランク法」（Dodd-Frank Wall Street Reform and 






















                                                                                                                                
Rebuilding Financial Supervision and Regulation”, June 2009. 



























































                                            
251 野々口秀樹·武田洋子「米国における金融制度改革法の概要」日本銀行調査月報2000年1月号、
1頁。 
252 Independent Commission Banking,”Final Report Recommendations” , September 2011
（www.ecgi.org/documents/icb_final_report_12sep2011.pdf）. その後、政府はリテール・リ





























                                            
254  High-level Expert Group on reforming the structure of the EU banking sector,




255 European Commission,“Structural reform of the EU banking sector,”press release, 



























                                            
257 金融持株会社法によれば、子会社は「金融持株会社によって支配される会社（外国法人を含
む）」と規定している（第 2 条第 1 項第 2 号）。これに対して、公正取引法では、子会社を
「持株会社によって、大統領令が決める基準に基づいて、その事業内容を支配される国内会
社」として規定している（第 2 条第 1 号の 3）。ここで、大統領令が決める基準というのは、
持株会社の系列会社や、持株会社の所有する株式が第 11 条（特殊関係人の範囲）第 1 号または
第 2 号に規定されたそれぞれのもののうち、最多出資者が所有する株式と同じまたは多いこと

























                                            
258 外国金融機関を含む。 
259 同一人は、銀行持株会社株式の保有制限の限度を超過するたびに、金融委員会の承認を受け
なければならない（第 8 条第 3 項）。また、同一人は、議決権のある発行株式総数の 4%を超え





























                                            
261 公正取引法第 8条の 2第 1 項第 4号及び第 5 号。 
262 銀行法第 16条の 2第 1項及び金融持株会社法第 8条の 2第 1 項。 
263 銀行法第 16条の 2第 2項及び金融持株会社法第 8条の 2第 2 項。 


































































































                                            
270 東京三菱銀行（1996 年）、みずほＨＤ（2000 年）、三井住友銀行（2001 年）、三井住友 FG







































































































































                                            
278 公取委・前掲注 205）第 1 部.1.(2)、公正取引委員会「優越的地位の濫用に関する独占禁止
法上の考え方」2010 年 11 月 30 日、第 2.2。このほか、これまで、銀行に対して優越的地位の



























                                            
280 渡辺昭成「独占禁止法と事業法の関係」土田和博・須網隆夫編著『政府規制と経済法-規制
改革時代の独占禁止法と事業法』（日本評論社 2006 年）180 頁。渡辺昭成「規制産業に対す
る独占禁止法の適用」静岡大学法政研究 10 巻 3・4 号、2006 年、11（122）頁。大阪バス協会






































































                                            































































































































































                                            

































国立銀行条例の場合よりも強力であったといわれる（Carl-L.Holtfrerich and Toru Iwami,
“ Post-war Central Banking Reform ： A German-Japanese Comparison ” , in Carl-
L.Holtfrerich, Jaime Reis and Gianni Toniolo（ed）, The Emergence of Modern Central 





































































































































(明治 15 年) 
1942年日銀法 
(昭和 17 年) 
1949年日銀法 
(昭和 24 年) 
1998年日銀法 
(平成 10 年) 
目的 X ○(§1.1) 同左 ○(§1.1-2) 
理念 X ○(§2) 同左 ○(§2) 
































(明治 15 年) 
1942年日銀法 
(昭和 17 年) 
1949年日銀法 
(昭和 24 年) 
1998年日銀法 
(平成 10 年) 
監督権 ○(§24) ○(§42) 同左 X 
命令権 X ○(§43) 同左 X 
監視権 ○(§21) ○(§45) 同左 X 
































(昭和 17 年) 
1949年日銀法 
(昭和 24 年) 
1998年日銀法 
(平成 10 年) 
役員集会 ○(§24) ○注) 同左 X 
政策委員会 X X ○(§13の 2) ○(§14) 
政府委員 X X ○(§13の 4) X 
議決延期請求権 X X X ○(§19) 
注：日本銀行定款の中で引き続き残された。 
































































(明治 15 年) 
1942年日銀法 
(昭和 17 年) 
1949年日銀法 
(昭和 24 年) 
1998年日銀法 

























出典：1882年日本銀行条例、1942年日本銀行法、1949 年日本銀行法、1998 年日本銀行法。 
 














































(昭和 17 年) 
1949年日銀法 
(昭和 24 年) 
1998年日銀法 
(平成 10 年) 
無担保貸付 X ○(§22.1) 同左 X 
国債引受 X ○(§22.2) 同左 X 
短期証券引受 X X X ○(§34.4) 




































(昭和 17 年) 
1949年日銀法 
(昭和 24 年) 
1998年日銀法 
(平成 10 年) 
考査権 X X X ○(§44) 
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343 Carl E. Walsh,“Central bank independence”, University of California, Santa Cruz, 



























                                            
345 同研究は、実証研究の経済分析として各項目の細分類に対して加重値を付与し、同加重値を
集計した変数の合計値として、中央銀行の独立性を指数化した（Alex Cukierman, Steven 
B.Webb, and Bilin Neyapti,“Mesuring the Independence of Central Banks and Its Effect 
on Policy Outcomes”, The World Bank Economic Review, Vol.6 No.3, 1992, pp.360-361）。 

























                                                                                                                                
ことがある（Alex Cukierman, Steven B.Webb, and Bilin Neyapti, supra note 345, at 356-






































                                            












































































                                            





























































































































































































                                            











































































は 、 2002 年 の 「 ド イ ツ 連 邦 銀 行 法 」 第 7 次 改 正 に よ っ て 廃 止 さ れ た （ Deutsche 
Bundesbank,“Seventh Act amending the Bundesbank Act”, Monthly Report, Vol.54 No.5, 































































































                                            














紀初めにわたる２回の中央銀行設立の試み（First and Second Banks of the United 
States）と１８６４年の国立銀行制度（National Banking System）であった。しかし、
中央銀行設立の試みは政治的な利害関係によってすべて失敗に終わった。また、国立銀









法（ Federal Reserve Act）が１９１３年１２月２３日制定され、設立委員会
                                            
379 大蔵委員会「大蔵委員会会議録第十八号」第140回国会参議院、1997年6月6日、5頁における
立脇和夫参考人の発言。 
380  R.W.Hafer, The Federal Reserve System: An Encyclopedia, Greenwood Press, 2005, 
pp.125-126. 
381  Board of Governors of the Federal Reserve System, The Federal Reserve System: 

























                                            
382 A.Jerome Clifford, The Independence of the Federal Reserve System, University of 
Pennsylvania Press, 1965, p.40. 
383 R. W. Hafer, supra note 380, at 127-128. 




386 Michael B. Lehmann, The Irwin Guide to Using the Wallstreet Journal, MacGrow-Hill 





























                                            













準備制度理事会（Board of Governors of the Federal Reserve System） 、
連邦準備銀行（Federal Reserve Banks）、連邦公開市場委員会(Federal Open Market 












390 連邦諮問委員会（Federal Advisory Council）は、各連邦準備銀行が毎年自己の連邦準備区
から選んだ12人の代表者として構成され、毎年最小4回以上の会議を開催する。そして連邦諮問
委員会は連邦準備制度理事会の管轄であるすべての業務について諮問する権限を持つ（第12条
2）。但し、その委員たちは慣行的に3回の連続の勤務が認めされている（Board of Governors 






























































督制度（a more effective supervision of banking）の確立をその目的の一つとして
定めている。それで、連邦準備制度理事会は各加盟銀行（each member bank）の諸勘
定や帳簿及び営業状態を検査し（examine）、また、必要と認められる場合その諸務財





                                            
396  Robert L. Hetzel and Ralph F. Leach,“ The Treasury-Fed Accord: A New Narrative 


























第３款 欧州中央銀行制度（European System of Central Banks） 
 
１ 沿革と法的地位 





























                                            
397 これは法的な用語ではないし、欧州中央銀行制度の組織に対する大衆の理解のために、1998
年11月欧州中央銀行の政策委員会が決定したものである(Hanspeter K.Scheller, The European 
































Board）、一般理事会（General Council ）、監督理事会（Supervisory Board）から
                                            























































































                                            
400 EUの機構と制度の具体的な内容については、藤井良広『EUの知識（新版）』(日本経済新聞社 
2002年）73頁～116頁を参照。 




























































































                                            
405 2002年5月理事会は総裁及び副総裁を含めた理事全員に固有な業務及び責任を付与した





























                                                                                                                                
邦銀行総裁および州中央銀行総裁を除き他の理事らは第7次「ドイツ連邦銀行法」改正の施行と
同じく、その公職から引退するという経過規定を置いている（第38条）。 
































































































                                            
415 設立当時は15億ウォンの資本金（全てが政府出資である）を有していたが、1962年の韓国法
銀行改正によって納入資本金がない無資本特殊法人となった（The Bank of Korea, The Bank 
























































































































































































                                            
422 これにより米連邦準備制度の独立性は一般に政府からの独立（ Independent from the 
Government）ではなく、政府内から独立（Independent within the Government）であるといわ
れている（The Commission on Money and Credit, The Federal Reserve and The Treasury, 




























                                            
423 Laurence H. Meyer,“The Politics of Monetary Policy: Balancing Independence and 
Accountability ” , Remarks by Governor Laurence H. Meyer at the University of 

























































































                                            
425  Bank of England, “ Central bank independence and accountability: theory and 


























                                            
427 インフレ·ターゲティングはニュージーランドをはじめて計21カ国で行われている（Robert 
H. Rasche, William Barnett, and Moon-Soo Kang,“The Effectiveness of Monetary Policy 












































































1.政策目的       
-物価安定 × ○ ○ ○ ○ ○ 
-物価目標制 × ○ × × × ○ 
2.総裁らの人事       
-任期 ５年 ５年 １４年注 1) ８年 ８年 ４年注 2) 
-身分保障 △注 3) ○ △注 4) ○ ○ ○ 
-国会同意 △注 3) ○ ○ ○ ○ × 
3.政策決定       
-独立性尊重 × ○ × ○ ○ ○ 
-政府代表出席 ○ ○ × ○ × ○ 
-業務監督 ○ × × × × × 
-議決延期請求 × ○ × △注 5) × △注 6) 
4.政府信用       
-無担保貸出 ○ △注 7) × × × × 
-有担保貸出 ○ △注 7) × × × △注 8) 
5.透明性       
1)政策公開       
-議事要旨 × ○ ○ ○ × × 
-議事録 × ○ ○ ○ × ○ 
2)説明責任       
-国会報告 △注 9) ○ ○ ○ × ○ 
-国会出席 × ○ ○ ○ × ○ 
6.監督機能       
-金融機関検査 × ○ ○ ○ △注 10) △注11) 




























































                                                                                                                                
Progress in Implementing the London Summit  Recommendations for Strengthening 
Financial Stability ” , Report of the Financial Stability Board to G20 Leaders, 



































































































































































































































































































                                            




54 号）である。但し、同法の全面的施行（1947 年 7 月 20 日）に先立ち、公正取引委員会の
組織権限に関する規定は、同年 7 月 1 日から施行された（今村・前掲注 85）15 頁、正田・前
掲注 4）65 頁）。 
450 今村成和『独占禁止法入門（第 4 版）』（有斐閣 1993 年）6 頁、正田・前掲注 4）65 頁、
根岸・舟田・前掲注 3）8頁。 



























                                            
452 帝国・前掲注273）1頁以下。 
















































































































































                                            

































                                            































































































                                            

















































































                                            
464 正田・前掲注 14）34 頁。また、その後の 1956 年 6 月 1 日に制定された「下請代金支払遅延
等防止法」（1956 年法律法第 120 号）」の成立は、新たな行政的規制の手段を加えたもので、
不公正な取引方法における規制強化の一つであるともいえる（今村・前掲注 85）21 頁～22 頁)。 
465 正田・実方・前掲注 21）40 頁。その前の企業結合容認事例としては、昭和 33 年 8 月の雪印
乳業·クローバー乳業の合併、昭和 34 年 9月の帝国製麻·中央繊維の合併などがある。またカル



























                                            
466 公正取引委員会昭和 44 年 10 月 30 日同意審決審決集 16 巻 46 頁以下、池田千鶴「製鉄会社
間の合併の競争制限効果と問題解消措置」判例·審決百選 49事件、100頁。 
467 宮坂ほか·前掲注 150）92頁。 
468 今村・前掲注 85）171 頁。さらに、この審決について、「独占禁止法の運用として論理的で
はなく妥当性を欠くものである」とし、「…将来の事実を事実として…形式的な競争者の創設
によって、競争秩序が維持されるという判断は、公正取引委員会が、…独占禁止法運用の使命
























                                            
469 その一方で、経済的混乱に対応するための直接規制を内容とする緊急措置として、1973 年
に「生活関連物資等の買占め及び売惜しみに対する緊急措置に関する法律(法律 48 号)」「国民
生活安定緊急措置法(法律 121 号)」「石油需給適正化法(法律 122 号)」などといった経済統制
立法を新たに制定された(根岸・舟田・前掲注 3）14頁～15頁、正田・前掲注 14）62 頁)。 




























                                            
472 公正取引委員会事務局編「独占禁止法改正の要点」公正取引 320号、1977 年、15 頁。 
473 管理価格対策としての企業分割を可能にする独占的状態の規制については「改正独占禁止
法」第 18 条の 2、企業集団対策としての大規模事業会社の株式保有の総額規制については「改
正独占禁止法」第 44条を参照。 



































































































































































































































































   持株会社    
        
        











   持株会社    
     株式所有  
        























   持株会社    
     株式所有  
        












































































































































































































                                            
508 公取委・前掲注205）第2部.第2.3.(1).(2).(3)。 
509 それ以外にも日本政府は、すでに独占的地位を保っている大企業の経済力の分散を図り独占


























                                                                                                                                
国際比較にみる「取引上の地位の不当利用」規制のあり方を中心として－」公正取引 686 号、
2007年、21 頁)。 
511 高橋岩和「優越的地位の濫用と独占禁止法」日本経済学法学会年報第 27 号通巻 49 号、2006 年、
2頁。 



































































40巻 660 頁）。 
518 (株)藤田屋に対する件·公正取引委員会平成 4 年 2 月 28 日審判審決審決集 38 巻 41 頁以下、
金井貴嗣·川濱昇·泉水文雄編著『ケースブック独占禁止法（第 3 版）』（弘文堂 2013 年）
440頁～441 頁。 
519 今村成和·金子晃·実方謙二·地頭所五男「（座談会）最近の独占禁止法違反事件をめぐっ
て」公正取引 No.500、1992 年、37 頁及び 40 頁、白石忠志「独占禁止法における抱き合わせの
規制（上）」ジュリスト No.1009、1992 年、51頁。 
520 マイクロソフト(株)に対する件·公正取引委員会平成 10 年 12 月 14 日勧告審決審決集 45 巻












































































































































































































































                                            
539 東京重機工業株式会社に対する件·公正取引委員会昭和37年1月9日勧告審決審決集11巻41頁
以下）。 
540 ヨネックス(株)に対する件·公正取引委員会平成 15 年 11 月 27 日勧告審決審決集 50 巻 398
頁以下、金井ほか·前掲注 518）381頁。 
541 岸井大太郎·根岸哲·稗貫俊文·楢崎憲安「（座談会）最近の独占禁止法違反事件をめぐっ
て」公正取引 No.644、2004 年、12 頁～13 頁 ）。 






















































































































































































































































































                                            
554 不当な利益による顧客誘引とは「正常な商慣習に照らして不当な利益をもつて、競争者の顧





























                                            
557 宮坂ほか·前掲注150）190頁、根岸·舟田・前掲注450）253頁。 
558 今村・前掲注85）126頁。 
559 野村証券(株)に対する件·公正取引委員会平成 3 年 12 月 2 日勧告審決審決集 38 巻 134 頁以





















































































































                                            
569 池田・前掲注507）30頁。 
570 宮坂ほか·前掲注150）187頁。 
571 根岸·舟田・前掲注 450）292 頁～296 頁では、①「自己の取引上の地位が相手方に優越して
いること」、②自己の取引上の地位が相手方に優越していることを「利用して」、③「次のい
ずれかに該当する行為をすること」を行為要件とし、④「正常な商慣習に照らして不当に」を
公正競争阻害性としている。宮坂ほか·前掲注 150）117 頁～120 頁。しかし、白石忠志『独禁




























                                            
572 根岸·舟田・前掲注 450）293 頁、宮坂ほか·前掲注 150）117 頁、池島宏幸「優越的地位の濫
用」正田彬·実方謙二編『独占禁止法を学ぶ（第 4 版）』（有斐閣 1999 年）272 頁～273 頁、
金井貴嗣「優越的地位の濫用」金井貴嗣·川濱昇·泉水文雄編著『独占禁止法（第 3 版）』（弘
文堂 2010年）333頁。 
573 高橋岩和「最近の優越的地位の濫用事件」公正取引 721 号、2010 年、5 頁。根岸哲・舟田正





























                                            


















                                            
576 今村成和「第１条（目的）」今村成和·丹宗昭信·実方謙二·厚谷襄児編『注解経済法（上
巻）』（青林書院 1985 年）23頁、今村・前掲注 450）118 頁。 
577 正田・前掲注 14）409 頁、公正取引委員会·独占禁止法研究会「不公正な取引方法に関する
基本的な考え方」公正取引 382 号、1982 年、34 頁、池島・前掲注 572）272 頁、金井貴嗣『独
占禁止法（第 2 版）』（青林書院 2006年）171 頁～172頁、金井・前掲注 572）335 頁。 
578 根岸·舟田・前掲注 450）292 頁～293 頁、岸井大太郎『経済法‐独占禁止法と競争政策（第
5 版補訂）』（有斐閣 2008 年）270頁。 
579 今村・前掲注 85）148 頁では、「…自己の競争者としての地位を不当に強化することであり、
…その者の競争者としての地位を弱めることである…」としている。この立場を徹底させたも
のが、高橋岩和「優越的地位の濫用と公正競争阻害性」公正取引 626 号、2002 年、5 頁、高
橋・前掲注 511）10頁、宮坂ほか·前掲注 150）42頁～43頁であると考えられる。 
































































                                            
585 高橋・前掲注511）8頁。 























                                            
587 諏訪園貞明「株式会社三井住友銀行に対する勧告審決について」公正取引 664 号、2006 年、48
頁。韓国でも銀行の中小企業に対する金融派生商品の販売が問題となった事件がある。すなわ
ち、多くの輸出中小企業は、ヘッジの目的で銀行から KIKO（knock-in、knock-out）という通
貨オプション商品を購入した。KIKO 契約は為替が一定の水準（knock-out）以下に 1 回でも下
がると無効になり、一定の水準以上（knock-in）に上がると契約金額の２倍を売り渡すという
構造であった。しかし、2008 年の金融危機により為替が急上昇し、為替下落に備えていた中小
企業は大きな損害を受けたのである。そこで、中小企業は、2008 年 6 月 11 日、銀行と KIKO 契
約は不公正約款に該当するとして、公正取引委員会に約款審査を請求したが、公正取引委員会
は、同年 7 月 24 日、約款審査諮問会議を経て、KIKO 契約は、約款法上、不公正ではないと判
断した(韓国公正取引委員会「KIKO、不公正約款ではない」報道資料、2008 年 7月 25 日)。 
588 木村友二「三井住友銀行事件の経済学的考察」公正取引 666 号、2006年、24頁～25頁。 





























                                            

























                                            































































         
    業務分野規制の緩和     
            
         
 業態区分の緩和    本体業務範囲の拡大  








         
            
   金融グループの形成    
            
         
 独占禁止法による対応と運用    金融業法による対応と運用  












































                                            
598 1975 年の「物価安定及び公正取引に関する法律」は、主たる物価統制法規に競争法規を結
合したもので、競争法としては不十分であるだけではなく、その役割も補助的であったともい
える(韓国公正取引委員会「公正取引制度 30 年の足跡と主要成果及び特徴」2001 年 3 月 29 日、
1 頁～2頁、本城昇『韓国の独占禁止法と競争政策』（アジア経済研究所 1995年）174頁)。 






































































604 權・前掲注 600）309 頁、申・前掲注 600）311 頁、中山武憲『韓国独占禁止法の研究』（信
山社 2001年）313頁。 
605 趙・前掲注 599）20 頁。このほかにも、韓国においては、2007 年 7 月 3 日の公正取引法改
正を通じて、公正取引調停院の設立や不公正な取引行為に関する紛争の調停等を設けている


























                                            
606 韓国公正取引委員会への照会（2011年 5月 5日）に対する回答（2011年 5月 23 日）。 


























































































































                                            


























































































































































                                            
635 消費者庁編『消費者問題及び消費者政策に関する報告＜ 2009～ 2011年度＞』（全

































safety）、商品や役務に関する情報を与えられる「知る権利」（ right to be 
informed）、自由な意思に基づく「選ぶ権利」（right to choose）、消費者政策の形






（「Financial Services and Markets Act 2000」Section138(7)(a)）。 
642 John F. Kennedy, “Special Message to the Congress on Protecting the Consumer 
Interest”, Papers of John F. Kennedy Presidential Papers, President's Office Files, 
March 15, 1962. 
 259 



















































































































































































類型 取引価額 景品類の最高額 景品類の総額 












































































                                            
659 片桐・前掲注627）124頁～125頁。 
660 「無果汁の清涼飲料水等についての表示」（昭和 48年 3月20日公正取引委員会告
示第 4号）、「商品の原産国に関する不当な表示」（昭和 48年 10月16日公正取引委
員会告示第 34号）、「不動産のおとり広告に関する表示」（昭和 55年 4月12日公正
取引委員会告示第 14号）、「消費者信用の融資費用に関する不当な表示」（昭和
55年 4月12日公正取引委員会告示第 13号）、「有料老人ホームに関する不当な表
示」（平成 16年 4月2日公正取引委員会告示第 3号）、「おとり広告に関する表示」（平































































































































































                                            
669 消費者庁編『よくわかる景品表示法と公正競争規約』（消費者庁 2011年）9頁。 





















































































                                            


































































































































































































































































































































































































                                            
705 「消費者契約法」は適用除外となる取引がなく契約全般を対象とすることに対し、「金融商
品販売法」は金融商品の販売のみをその対象にしていることに違いがある（鳳佳世子「金融取














































































































       
  景品・表示をめぐる金融取引での消費者問題   
        
        
 不当な表示・広告   過大な景品類の提供  
        








        
        
  消費者保護の課題と規制のあり方   
        
  「消費者の権利」の実現   
 



































                                            
720 OECD“Recommendation on Principles and Good Practices for Financial Education and 
Awareness”, Recommendation of the Council, July 2005., G20“G20 High-Level 






























                                            
724 詳しいものは、日本弁護士会連合会の「不当景品類及び不当表示防止法の抜本的




2013年 3月 22日、 2頁、日本弁護士会連合会「不当景品類及び不当表示防止法の抜本

























                                            































































（Organization for Economic Cooperation and Development）の国際機構でもその枠
組みを見直す取り組みが進んでいる731。これによって世界各国には、開示情報の透明
性の向上や銀行等金融機関の営業活動行為規制の強化、および金融脆弱者に対する教
                                            
730 日弁連・前掲注726） 8頁～10頁。 
731 OECD“Summary Report on Effective Approaches to Support The Implementation of The 




























                                            
732  OECD/INFE, “ High-Level Principles on National Strategies for Financial 
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審決集 44巻 
ミツワ自動車(株)に対する件·公正取引委員会平成 10年 6月 19日審判審決審決集 45巻 
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Japan’s financial system reform after World War II, as a part of the economic 
democratization policy of the General Headquarters (GHQ), was composed of three 
pillars, namely the Zaibatsu Dissolution Related Act, the Excessive Economic Power 
Decentralization Act, and the Competition act. Although the controversial issue at the 
time was whether financial institutions are subject to the Excessive Economic Power 
Decentralization Act, it was not the Excessive Economic Power Decentralization Act, but 
the Comprehensive Financial Business Act, through which decentralization had been 
carried out for the purpose of eliminating excessive concentration of economic power.  
The Comprehensive Financial Business Act was not enacted, however, It was the 
enactment of the Separate Financial Business Act through which financial institutions 
were reorganized by each business category. Meanwhile, financial institutions were also 
revamped by virtue of the Financial Institutions Reconstruction Improvement Act. Even if 
the Financial Institutions Reconstruction Improvement Act was intended to support the 
voluntary reconstruction of the enterprises, it had a commonality with the Excessive 
Economic Power Decentralization Act in that they both helped rebuild financial 
institutions. Looking at the result of the re-organization of the financial institutions by the 
Financial Institutions Reconstruction Improvement Act, we may say that it is, in a broader 
sense, a way of preventing excessive concentration of economic power. 
Given the corporate governance structure and banking system before World War II, 
post-war financial system reform was a breakthrough improvement. However, as seen 
from the purpose of the Competition act, which is to prevent the excessive 
concentration of economic power and to promote fair and free competition, it seems as 
though post-war financial system reform has the nature of restricting competition. For 
example, when Japan had regained its independence in 1953, Article 11 of the 
Competition act was amended, and the possession limit of company shares by 
financial institutions was eased from 5% to 10%, and it was also possible to have 
mutual cross-holding of shares among commercial banks, trust banks, life insurance 
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and non-life insurance companies. Meanwhile, with the revision of Article 10 of the 
Competition act, cross-shareholding among industrial companies that are not in a 
competitive relationship was also liberalized, in principle.  
The amendment of the Competition act, particularly Article 10, triggered the 
formation of six large corporate groups based on mutual cross-holding of shares. 
Financial institutions were permitted to have mutual cross-shareholdings with the 
revision of Article 11 of the Competition act, and it led to a main bank system, which 
jointly responds to capital requirements within companies of this group. Thus the 
corporate group, which is a system of mutual cross-shareholdings centering on the 
functions of general trading companies in information and of loans to affiliates in 
finance, came into picture in the 1960s instead of zaibatsu before World War II.  
However, Japan's financial reform after World War 2 is thought to be unprecedented 
judging from the aspects of both the financial business act, mainly focused on sound 
banking, and of the competition act, which focuses on the promotion of competition 
between financial business types.  
Although post-war Japan's financial system had been placed under strict business 
areas regulations, it was changed greatly by the easing of controls over business areas 
since the 1990s. The easing of controls over business categories lowered the barriers 
among each business category of banks, insurance companies, and securities 
companies, and showed signs of entering into other business categories. At that time, it 
was considered to be indispensable to the promotion of competition, international 
integrity, and improvements in convenience.  
As a result, "Financial Group" was born, with banks, insurance companies, and 
securities companies as affiliated companies. The "Financial Group," in the context of 
financial business, is certainly more effective than conventional single-business 
schemes in view of promotion of competition, international integrity, and improvement 
in convenience. However, in terms of competition policy, there is a risk that antitrust 
violation such as unfair business practices could occur. In order to prevent this act of 
law violations, regulatory authorities should not only consider regulations regarding the 
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maintenance of financial order but also the Competition act. This is because these are 
not mutually contradictory but actually mutually reinforcing.  
From this point of view, the establishment or conversion of the holding company that 
business dominance is focused on excessively, and unfair business practices that banks 
may coerce the borrower into entering into a transaction with the subsidiary by using 
unjust influence through loans, are strictly prohibited under the Competition act of Japan. 
At the same time, while maintaining the principle that prohibits engaging in banking and 
securities businesses in the banking body, securing bank management soundness, 
regulating firewalls, and organizing a voluntary internal management system has been 
mandated by the Financial Business Act. On the contrary, due to the impact of the global 
financial crisis, the US and Europe have been focusing on bank structural reform in order 
to prevent the occurrence of "systemic risk" associated with the formation of the financial 
group. However, bank structural reform does not deny the business crossover of banking 
and securities businesses. It is simply restricting businesses in high-risk investment 
banking or the separation of an organization in the financial group.  
In this regard, we consider that if preventative measures against the harmful effects 
related to the financial group are taken properly, the advantages and equivalent 
functions of single-business schemes could hold even in the financial group. In this 
sense, it is crucial that the Fair Trade Commission regulates banks’ unfair practices 
under the "unfair trade force," "unfair trade interference," and "unfair customer 
attraction" of Competition act. 
Against this movement of financial system reform, banks' practices to take 
advantage of its dominant bargaining position over small and medium-sized enterprises, 
who are subject to financing, may cause a problem under the Competition act. The 
abuse of dominant bargaining position in transactions by banks refers to the act in 
which banks take advantage of their positional superiority over borrower companies, 
mainly small and medium-sized enterprises, with respect to loans. In order to find out 
whether an activity constitutes the abuse of a dominant bargaining position, should be 
determined for each specific transaction by taking into account whether there is 
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superiority or inferiority concerning the bargaining position between the parties to the 
transaction, or whether an enterprise with a dominant bargaining position causes unjust 
disadvantage in light of normal business practices by taking advantage of its position.  
The area of the control of the abuse of dominant bargaining position under the 
Competition act, was mainly on the transactions between industrial capitals in the field 
of production areas (subcontract trade) and distribution areas (department trade) until 
now. However, following the revision, the environment rapidly transformed into one in 
which cause the abuse of dominant bargaining position by financial institutions are 
carried out more easily due to the easing of business classification among financial 
companies and the expansion of business scope. The abuse of a dominant bargaining 
position by financial institutions is subject to financial transactions between borrower 
companies and banks, and it is about the control over industrial capital of financial 
capital centering on banks. In other words, the relations of domination and dependency 
over the industrial capital of financial capital centering on banks is considered stronger 
than those between industrial capitals, due to long-term continuity of banking 
transactions, to the difficulty of switching main transaction banks in a short period of 
time, and to the dependence on the main bank of the party receiving financing. In 
addition, given that the attributes of financial capital are related to all areas of industrial 
capital with regard to loans, it is influenced more than the abuse of industrial capital.  
In the future, the strict control on the abuse of dominant bargaining position should 
play the most important role in the abuse of dominant bargaining position of financial 
capital. Furthermore, it can be said that there is a need to build a cooperative relationship 
with the Competition act such as introducing a competition policy in the Banking Act. 
Besides, the Bank of Japan Act of 1998 (hereinafter referred to as "the new Bank of 
Japan Act") was established as part of reviewing Japan’s entire financial system 
(enactment in June 1997, enforcement in April 1998), among the rapid changes of the 
domestic and international economic environment of the late 20th century.  
The new Bank of Japan Act revised the legal framework for the determination and 
management of monetary policy to achieve the dual purpose of ensuring the Bank of 
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Japan's independence and transparency. First, the policy objective of price stability as 
well as respect towards the autonomy in policy decisions has been specified from the 
standpoint of ensuring legal independence. At the same time, supervisory power of the 
government for the Bank of Japan was abolished along with government’s power to 
dismiss the governor and executive officer of the Bank of Japan. And credit to the 
government by the Bank of Japan was prohibited in principle, and the power for the 
Bank of Japan to carry out on-site examinations regarding the business operations and 
the state of property of the counterparty financial institutions was also legalized. In 
addition, the Bank of Japan was obliged to publish minutes of board meetings for 
monetary control matters in an attempt to ensure legal transparency. The Bank of 
Japan was also required to attend the National Assembly, and to explain its status of 
monetary policy and business. Thus, the independence of the Bank of Japan, as a 
central bank suiting the financial and economic environment of the 21st century, rose to 
the level of major advanced central banks including those in the United States, Europe 
and Germany. It seemed as if the ideology of the so-called open independence of the 
new Bank of Japan Act has been realized. 
However, on the one hand, although the legal independence of the Bank of Japan 
has been making much more progress than in the past, some argue that it has not yet 
been fully achieved on the grounds that there was lack of acknowledgement regarding 
the attendance of government representatives at the Bank’s monetary control board 
meetings as well as the delay in votes related to monetary control proposals. In fact, 
conflict between the government and the Bank of Japan regarding the Bank of Japan's 
independence arose in decisions and management of monetary policy of the Bank of 
Japan, ever since the establishment of the new Bank of Japan Act. In particular, the 
government exercised its right to postpone a vote as prescribed in the preceding 
sentence on the basis of the new Bank of Japan Act in conjunction with the termination 
of the zero interest rate policy that becomes the interest rate hike 10 years later after 
the burst of the bubble.  
Although it was merely a single event, the fact that the government exercised its right 
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to the Bank of Japan shortly after the enforcement of the new Bank of Japan Act, points 
to a considerable gap between the legal system and its actual operation in Japan. 
However, there is a logical leap in interpreting that the independence of the Bank of 
Japan has not been institutionally realized just because the attendance of government 
representatives at the Bank’s monetary control board meetings and claims to postpone 
votes on proposals related to monetary control matters have not been acknowledged. 
As mentioned earlier, in recent years, these system revisions allowed banks, 
insurance companies and securities companies to enter into other three business 
categories, and it increased the choice of financial products that can be accessed by 
the easing of controls. Consequently, it has become possible for consumers to enjoy 
high-quality convenient financial services.  
However, taking into account the discrepancy in the quality and quantity of 
information in bargaining power between financial institutions and consumers, we need 
to make an effort for the information gap settlement between consumers and the 
financial institutions. Under these circumstances, I have discussed what the current 
state of harm is to consumers in connection with financial transactions, and how 
limitation or prohibition of premiums and prohibition of misleading representations has 
been operated under the Act against Unjustifiable Premiums and Misleading 
Representations and Fair Competition Code. As a result, activities that are in violation 
of the Act and Code were almost never found in financial transactions. I think it is 
because financial industry itself has quickly performed self-regulation against any 
display or premiums under the Act against Unjustifiable Premiums and Misleading 
Representations, and appropriately coped with the acts that can be a problem. 
Nevertheless, according to the "Consumer Annual Report 2013" of the Consumer 
Agency and "PIO-NET" of the National Consumer Affairs Center, consumer life 
consultation concerning representations and advertisement of the "Financial and 
Insurance Services" is rapidly increasing, and overall consumer life consultation ratio is 
also increasing every year over the past few years. In particular, consumer damage done 
by misleading representations could become serious, and it seems that this damage may 
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be materialized in the future. In addition, amid rapid aging of the population and the 
advancement of information society, it is very important for entrepreneurs to provide 
correct information on financial products and services. It is also crucial that the authorities 
take pre-emptive measures corresponding to misleading representations in holding 
financial assets by general consumers in their daily consumption practices, which take up 
a big part of socio-economic activity. Besides, given that financial products and services 
will become more sophisticated and complex, and that financial technology will develop 
further, it is clear that the enhancement of financial education is crucial in order to narrow 
the information gap between parties in financial transactions, and to protect the interests 
of general consumers.  
In order to realize the rights of consumers in financial transactions, the most 
important thing is to promote active financial education, and improve effectiveness in 
misrepresentation regulation. 
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전후 일본의 금융제도개혁은 연합국총사령부(GHQ)의 경제민주화정책의 일환으로 
재벌해체관련법, 과도경제력집중배제법, 독점금지법을 3 가지 핵심적 내용으로 하는 
것이었다. 특히 금융기관에 대해서는 과도경제력집중배제법의 대상 여부가 
쟁점이었으나 결과적으로 과도경제력집중배제법이 아니라 포괄적 금융업법으로 
집중배제를 실시하는 것으로 되었다.  
그러나 포괄적 금융업법은 제정되지 않고 업종별로 개별 금융업법이 제정되어 
이에 의한 금융기관 재편성이 되었다. 한편 금융기관 재편성은 금융기관재건정비법에 
의해서도 실시되었다. 금융기관재건정비법과 과도경제력집중배제법은, 비록 
금융기관재건정비법이 기업의 자주적 재건을 지원하는 것이어지만, 금융기관의 
재건정비를 정하고 있었다는 점에서 공통성을 가지고 있다. 결과적으로 보면 
금융기관정비법에 의한 재편성은 넓은 의미에서의 과도경제력집중배제라고 말 할 수 
있을 것이다. 
전후 금융제도개혁은 제 2 차 세계대전 이전의 은행제도 또는 기업의 지배구조를 
감안하면 획기적인 제도 개선이었다. 그러나 사업지배력의 과도한 집중을 방지하여 
공정하고 자유로운 경쟁을 촉진하고자 하는 독점금지법의 목적에서 보면  여전히 
경쟁제한적 성격을 지니고 있었다. 예를 들면 1953 년 일본이 독립을 회복하자 
독점금지법 제 11 조가 개정되어 금융기관에 의한 사업회사 주식의 보유한도가 
5%에서 10%로 완화되었으며, 또한 은행, 신탁, 생명보험, 손해보험간 주식의 상호 
보유도 가능하게 되었다. 한편으론 독점금지법 제 10 조 개정으로 경쟁관계에 있지 
않은 회사 상호간 주식보유도 원칙적으로 자유화되었다.  
이와 같은 독점금지법 개정에 의해 초래된 것은 특히 동법 제 10 조 개정에 따른 
주식 상호보유에 의한 6 대기업집단의 형성이었다. 그리고 기업집단 내부에 
있어서는 독점금지법 제 11 조 개정으로 금융기관간 주식 상호보유가 인정되어 
은행을 중심으로 하는 금융기관이 공동으로 집단내 기업의 자금수요에 대응하는 
주거래은행(main bank) 제도가 가능해졌다. 이렇게 해서 금융면에서의 계열융자와 
정보면에서의 종합상사 기능을 중심으로 한 주식의 상호보유 시스템인 기업집단이 
1960 년대에 제 2 차 세계대전 이전의 재벌을 대신하여 성립하게 되었던 것이다. 
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그렇지만 경영건전성 확보라고 하는 금융업법적 측면과 금융기관 업태간 경쟁 
창출이라고 하는 경쟁법적측면을 모두 고려할 경우 전후 일본의 금융개혁은 
이제까지 경험한 적이 없는 제도개혁이었다고 말 할 수 있을 것이다. 
전후 일본의 금융제도는 엄격한 업무분야규제 하에 놓여져 있었지만 1990 년대 
이후의 업무분야규제 완화에 의해 크게 변화했다. 이러한 업무분야 규제완화는 
은행, 보험회사, 증권회사 등 각 업종별 상호간 진입장벽을 낮게 해서 상호 진입을 
활발하게 하는 것을 내용으로 하는 것이고, 이는 경쟁 촉진, 국제적 정합성, 편리성 
향상을 위해 필수불가결한 것으로 생각되었다.  
그 결과 은행, 보험회사, 증권회사 등을 자회사로 하는 새로운 「금융 
그룹(financial group)」이 형성되게 되었다. 금융업에서의 금융그룹화는 경쟁 촉진, 
국제적 정합성, 편리성 향상이라고 하는 관점에서 분명 종래의 수직적(vertical) 
형태의 전업제도 또는 분업제도보다는 효과적이라고 말 할 수 있다. 그러나 
경쟁정책적 관점에서 보면 불공정한 거래방법 등과 같은 독점금지법 위반행위가 
새로 발생할 우려가 있다. 이러한 폐해를 방지하기 위해서는 경쟁법상의 대응을 
주로 하되, 금융질서 유지를 위한 규제도 생각하여야 한다. 이들은 상호 모순된 
것이 아니라 오히려 밀접하게 관련되어 있고 보완관계에 있기 때문이다.  
이러한 관점에서 일본의 독점금지법에서는 사업지배력이 과도하게 집중하게 되는 
지주회사의 설립이나 지주회사로의 전환, 또는 은행이 대출을 통하여 산하 
자회사의 이익을 도모하는 불공정한 거래방법이 엄격하게 금지되고 있다. 동시에 
금융업법에서는 은행 본체에 의한 은행업 및 증권업 겸영금지 원칙을 유지하면서 
은행경영의 건전성 확보, 방화벽(fire wall) 규제 및 자주적인 내부관리체제 정비가 
법률상 의무지워져 있다. 반면 유럽과 미국에서는 세계금융위기의 영향으로 금융 
그룹 형성에 따른 「시스템 리스크」 발생을 방지한다고 하는 관점에서 은행에 
대한 구조개혁이 중심이 되고 있다. 그렇지만 이들 은행구조개혁은 은행업과 
증권업의 겸업 그 자체를 부정하는 것이 아니라 어디까지나 리스크가 큰 
투자은행업무의 제한 또는 그룹내에서의 조직 분리에 그치고 있다.  
이렇게 보면 금융그룹화에 관련된 폐해방지 조치가 적절하게 강구됨으로써 
전업제도・분업제도가 갖는 장점과 동등한 기능을 가질 수 있는 것은 아닐까라고 
생각된다. 이런 의미에서 은행에 의한 부당한 행위에 대해 독점금지법의「부당한 
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거래강제」, 「부당한 거래방해」 및「부당한 고객유인」으로 규제를 실시하는 
것은 매우 중요하다. 
이러한 금융제도개혁 움직임 속에서 은행의 거래상의 우월적지위 남용행위가 
융자대상기업인 중소기업과의 관계에서 독점금지법상 문제가 될 우려가 있다. 
은행의 거래상의 우월적지위의 남용이란 은행이 융자를 배경으로 융자대상기업에 
대해 그 지위의 우월성을 부당하게 이용하는 행위를 말하고 거래상 지위의 우월성, 
우월적 지위의 이용행위, 공정경쟁저해성을 구성요건으로 하고 있다.  
우월적 지위 남용규제의 적용영역은 종래 주로 하청거래의 생산분야와 백화점 
거래의 유통분야와 같은 산업자본간 거래가 그 대상이었다. 그러나 최근 
금융개혁에 수반하여 금융기관간 업종구분 완화 및 업무범위 확대에 의해 
금융기관에 의한 우월적 지위의 남용행위가 발생하기 쉬운 환경으로 급속하게 
이행해 왔다. 이와 같은 금융기관에 의한 남용행위는 융자를 배경으로 하는 은행과 
융자대상기업과의 금융거래 분야를 그 대상으로 하고 있고 은행을 중심으로 한 
금융자본의 산업자본에 대한 지배를 그 내용으로 하고 있다. 즉 은행을 중심으로 
한 금융자본의 산업자본에 대한 지배·종속관계는 은행거래의 장기 지속성, 
거래은행의 단기적인 변경 곤란성, 융자대상기업의 거래은행에의 의존성 등으로 
산업자본간 지배·종속관계보다 강하다고 생각된다. 더우기 금융자본은 그 속성상, 
융자를 배경으로 산업자본의 전분야에 관련되어 있어 산업자본의 남용행위에 의한 
영향보다 크다고 생각된다.  
앞으로는 금융자본의 남용행위에 있어서 우월적 지위의 남용규제가 가장 중요한 
역할을 수행해야 하고 나아가서는 은행법에 경쟁정책을 도입하는 등 독점금지법과 
협동관계를 구축할 필요가 있다라고 말 할 수 있을 것이다. 
또한 1998 년 일본은행법(이하, 「신일본은행법」이라고 한다.)은 20 세기 후반 
국내외 경제환경의 급격한 변화 속에서 일본의 금융제도전반에 대한 재검토 
일환으로 성립되었다(1997 년 6 월 제정, 1998 년 4 월 시행).  
신일본은행법에서는 일본은행의 독립성 확보 및 정책운영의 투명성 확보라고 
하는 2 가지 목적을 달성하기 위해 금융정책의 결정 및 운영 등에 관한 법적 
체계에 대한 재검토가 이루어졌다. 우선 법적독립성 확보라고 하는 관점에서 
물가안정이라고 하는 정책목적이 명시되고 정책결정의 자주성 존중이 명기되었다. 
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동시에 정부에 의한 총재 등 집행임원의 해임권과 함께 일본은행에 대한 감독권이 
폐지되었다. 그리고 정부에 대한 신용제공이 원칙적으로 금지되고 동시에 
금융기관에 대한 검사권(考査権)이 법정화되었다. 또한 법적투명성 확보라고 하는 
관점에서 일본은행에게는 금융조절사항을 심의·결정하는 회의(金融政策決定会合)의 
의사요지 및 의사록 공개가 의무지워졌다. 그 외에 일본은행에는 금융정책 및 
업무상황을 국회에 출석해서 그 내용을 설명하는 것이 의무화 되었다. 이렇게 해서 
일본은행의 독립성은 전체적으로 21 세기의 금융경제환경에 걸맞는 중앙은행으로서 
제도적으로 미국, 유럽 및 독일의 선진 주요 중앙은행과 같은 수준이 되고 열린 
독립성이라고 하는 신일본은행법 이념은 실현된 것처럼 보였다. 
그러나 한편으론 일본은행의 법적독립성이 과거보다 분명 향상되었지만 
정부대표의 일본은행정책위원회에의 출석 또는 의결연기청구권이 인정되는 등 아직 
일본은행의 법적독립성은 충분히 실현되고 있지 않다고 하는 평가가 있다. 실제로 
일본은행의 독립성과 관련하여 신일본은행법의 성립 이후 금융정책 결정 및 운영을 
둘러싸고 정부와 일본은행이 대립한 사건이 발생하였다. 특히 정부는 버블 붕괴 
이후 10년 만의 금리인상이 되는 제로금리정책 해제와 관련하여 신일본은행법에 
근거하여 의결연기청구권을 실제로 행사하였다.  
신일본은행법이 시행된지 얼마 지나지 않은 시점에서 의결연기청구권을 
일본은행에 대해 비록 한 번이지만 실제로 행사한 것은 일본에서 법제도와 그 
제도의 실제운용과는 여전히 상당한 괴리가 있다고 하는 것을 증명하고 있는 것은 
아닐까하고 생각한다. 따라서 이와 같은 정책위원회에의 정부위원 출석 및 
의결연기청구권을 주된 근거로 일본은행의 독립성이 제도적으로 실현되지 않은 채 
오늘날에 이르고 있다고 해석하는 것은 반드시 옳다고 할 수는 없을 것이다.  
앞에서 언급한 대로 최근 들어 금융규제의 완화에 의해 은행 등 금융기관의 상호 
진입이 인정됨으로써 소비자가 접근할 수 있는 금융상품 선택지가 증가하는 등 
편리성이 높은 금융서비스를 향수할 수 있게 되었다.  
그런데 소비자는 전문적인 지식을 가진 금융기관에 비해 정보력이나 정보량에 
있어서 압도적으로 약한 입장이기 때문에 소비자와 금융기관 상호간 정보격차 
시정을 향한 노력 강화가 요구되고 있다. 이러한 상황을 배경으로 금융거래에서의 
소비자 피해의 현상은 어떤지, 경품표시법 및 공정거래규약은 어떻게 운용되어 
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왔는지를 부당한 경품 제공 및 부당한 허위 표시로 구분하여 고찰한 결과, 
금융거래에서의 위반사례는 실제로 많지 않았다. 이는 금융업계 스스로가 
경품표시법상 위반행위를 명확화·유형화한 공정경쟁규약을 통해 모든 표시 및 
경품류에 대한 자주규제를 실시함으로써 문제가 될 만한 행위에 대해 신속하고 
적절하게 대처하고 있기 때문인 것은 아닐까라고 생각된다.  
그러나 국민생활센터의 PIO-NET 및 소비자청의 「소비생활연보2013」등에 
따르면 최근 수년간 「금융·보험서비스」의 표시·광고에 관한 소비자생활상담이 
급증하고 소비자생활상담 전체에서 차지하는 비율도 매년 증가하는 등 그 중에서도 
부당한 허위표시로 인한 소비자 피해는 심각한 문제로 될 수 있는 상황으로 향후 
부당한 허위 표시를 둘러싼 소비자 피해가 표면화될 가능성이 높아지고 있다고 말 
할 수 있다.  또한 앞으로 저출산·고령화 및 고도정보화 진전 경향이 예상되는 
가운데 사회경제활동의 큰 비중을 차지하고 있는 소비생활에서 일반소비자에 의한 
금융자산 보유에 있어서 금융상품 및 서비스에 대한 올바른 정보 제공, 즉 부당한 
허위 표시에 대응한 사전적 조치가 향후 주요 쟁점이 될 것이다라고 생각된다. 
더우기 금융상품 및 서비스가 한층 고도화·복잡화되고 금융기술의 추가적인 발전도 
예상된다는 점을 생각하면 금융거래의 당사자간 정보격차 시정을 지원하는 
금융교육의 충실을 도모함으로써 소비자 피해의 미연방지에 힘써야 하는 이유는 
분명하다.  
이렇게 보면 금융거래에서의 소비자 권리를 실현하기 위해서는 부당한 허위 표시 
규제의 실효성 향상 및 능동적인 금융교육의 실질화를 진척시키는 것이 무엇보다도 
중요하다고 말 할 수 있을 것이다. 
 






























































 Ⅲ-10.役員及び職員の地位(第３０条) ·································４０３ 
 Ⅲ-11.給与等の支給の基準(第３１条) ·································４０４ 
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